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政
府
は
２
０
１
８
年
12
月
21
日
に
閣

議
決
定
を
行
い
、
国
の
19
年
度
予

算
案
（
一
般
会
計
・
当
初
予
算
）
を
決
定

し
た
。
19
年
度
の
当
初
予
算
案
の
歳
出
総

額
は
約
１
０
１
・
５
兆
円
と
な
り
、
過
去

最
大
で
あ
っ
た
18
年
度
の
約
97
・
８
兆
円

（
当
初
予
算
）
を
約
４
兆
円
も
上
回
っ
た
。

　

当
初
予
算
で
歳
出
総
額
が
４
兆
円
も
膨

ら
ん
だ
主
な
理
由
は
、
①
19
年
度
10
月
に

予
定
す
る
消
費
税
率
引
き
上
げ
に
向
け
た

対
策
（
約
２・２
兆
円
）、
②
社
会
保
障
関

係
費
の
実
質
的
な
伸
び（
４
７
６
８
億
円
）

や
、
③
増
税
に
伴
う
社
会
保
障
の
充
実
等

（
４
８
０
８
億
円
）
で
あ
る
。

　

こ
の
う
ち
②
は
、
社
会
保
障
関
係
費
の

自
然
増
が
約
６
０
０
０
億
円
と
見
込
ま
れ

る
な
か
、「
経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本

方
針
２
０
１
８
」
に
定
め
ら
れ
た
「
新
経

済・財
政
再
生
計
画
」（
社
会
保
障
関
係
費

の
伸
び
を
「
高
齢
化
に
よ
る
増
加
分
（
18

年
度
は
４
８
０
０
億
円
程
度
）に
収
め
る
」

と
い
う
方
針
）
に
基
づ
き
、
薬
価
引
き
下

げ
や
歳
出
抑
制
努
力
で
実
質
的
な
伸
び
を

そ
の
範
囲
内
に
抑
制
し
た
も
の
で
あ
る
。

　

ま
た
、
③
は
消
費
税
増
収
分
を
活
用
し

た
社
会
保
障
の
充
実
等
で
、
②
・
③
等
で

社
会
保
障
関
係
費
は
18
年
度
か
ら
19
年
度

で
約
１
兆
円
増
加
し
た
。00
年
度
が
約
16・

７
兆
円
で
、19
年
度
が
約
34
兆
円
で
あ
り
、

大
ざ
っ
ぱ
な
見
方
で
は
、
年
間
平
均
８
５

０
０
億
円
程
度
の
ス
ピ
ー
ド
で
膨
張
し
て

き
た
こ
と
を
意
味
す
る
。

社
会
保
障
給
付
は
１
２
１
兆
円

　　

な
お
、新
聞
等
の
マ
ス
コ
ミ
報
道
で
は
、

19
年
度
予
算
案
の
「
社
会
保
障
関
係
費
」

の
伸
び
の
み
に
注
目
が
集
ま
る
が
、
国
や

地
方
等
が
負
担
す
る「
社
会
保
障
給
付
費
」

の
伸
び
の
方
が
重
要
だ
。
18
年
度
の
社
会

保
障
給
付
費
は
約
１
２
１・３
兆
円
（
内：

年
金
56
・
７
兆
円
、
医
療
39
・
２
兆
円
、

介
護
10
・
７
兆
円
）
で
あ
る
が
、
こ
の
財

源
は
保
険
料
収
入
70
・
２
兆
円
や
国
庫
負

担
33
・
１
兆
円
、
地
方
負
担
13
・
８
兆
円

等
で
賄
わ
れ
て
い
る
。
国
の
一
般
会
計
予

算
案
で
注
目
す
る
社
会
保
障
関
係
費
は
、

基
本
的
に
社
会
保
障
給
付
費
の
国
庫
負
担

に
相
当
し
、給
付
費
の
一
部
に
過
ぎ
な
い
。

　

し
か
も
、
国
や
地
方
等
が
負
担
す
る
社

会
保
障
給
付
費
は
、
06
年
度
か
ら
15
年
度

の
10
年
間
で
約
26
兆
円
、
つ
ま
り
年
平
均

で
約
２
・
６
兆
円
の
ペ
ー
ス
で
増
加
し
て

い
た
。さ
ま
ざ
ま
な
改
革
努
力
で
最
近
は
、

10
年
度
（
１
０
５
・
４
兆
円
）
か
ら
18
年

度
（
１
２
１
・
３
兆
円
）
の
９
年
間
で
約

１
・
８
兆
円
ま
で
抑
制
で
き
て
い
る
が
、

消
費
税
率
１
％
の
引
き
上
げ
で
手
に
入
る

税
の
増
収
分
は
約
２
・
８
兆
円
で
あ
り
、

社
会
保
障
給
付
費
は
一
時
、
消
費
税
率
１

％
の
増
収
分
に
相
当
す
る
ス
ピ
ー
ド
で
伸

び
て
い
た
。

　

で
は
、
今
後
の
伸
び
は
ど
う
か
。
一
つ

の
参
考
と
な
る
の
が
、
中
長
期
的
な
観
点

で
社
会
保
障
改
革
に
関
す
る
「
国
民
的
」

議
論
を
行
う
た
め
の
「
土
台
」
と
し
て
、

政
府
が
18
年
５
月
21
日
に
公
表
し
た
「
２

０
４
０
年
を
見
据
え
た
社
会
保
障
の
将
来

見
通
し
」
で
あ
る
。
こ
の
試
算
は
、年
金・

医
療
・
介
護
と
い
っ
た
社
会
保
障
の
「
給

付
と
負
担
の
見
通
し
」等
を
示
す
も
の
で
、

18
年
度
か
ら
40
年
度
に
お
け
る
社
会
保
障

給
付
費
（
対
国
内
総
生
産
〈
Ｇ
Ｄ
Ｐ
〉
等

の
推
計
を
行
っ
て
お
り
、
約
６
年
前
の
厚

生
労
働
省
「
社
会
保
障
に
係
る
費
用
の
将

来
推
計
の
改
定
に
つ
い
て
」（
12
年
３
月
）

の
改
定
版
に
相
当
す
る
。
前
回
の
試
算
は

12
年
度
か
ら
25
年
度
で
あ
っ
た
が
、
今
回

は
40
年
度
ま
で
拡
張
し
た
。

　

で
は
、
こ
の
試
算
が
意
味
す
る
も
の
は

何
か
。
一
言
で
い
う
な
ら
ば
、
非
常
に
厳

し
い
社
会
保
障
の
姿
を
示
す
。
ま
ず
、
本

稿
で
は
、
そ
の
説
明
を
行
う
前
に
、
推
計

の
前
提
を
簡
単
に
確
認
し
て
お
こ
う
。
推

計
に
利
用
し
た
人
口
は
、国
立
社
会
保
障・

人
口
問
題
研
究
所
の
「
日
本
の
将
来
推
計

人
口
（
17
年
推
計
）」（
出
生
中
位
〈
死
亡

中
位
〉
推
計
）
で
あ
る
。 

38

抜
本
的
な
社
会
保
障
改
革
を
先
送
り
す
れ
ば
、
消
費
税
率
は
２
０
６
０
年
度
に
32
％
ま
で
上
が
る
。

政
府
は
国
民
が
納
得
す
る
社
会
保
障
制
度
の
将
来
像
を
示
す
必
要
が
あ
る
。

改
革
先
送
り
な
ら
消
費
税
率
32
％
も

求
め
ら
れ
る
中
長
期
ビ
ジ
ョン
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ま
た
、
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
や
物
価
上

昇
率
と
し
て
は
、
27
年
度
ま
で
は
内
閣
府

「
中
長
期
の
経
済
財
政
に
関
す
る
試
算
」

（
18
年
1
月
）、
28
年
度
以
降
は
公
的
年
金

の
「
２
０
１
４
年
財
政
検
証
」
に
基
づ
い

た
前
提
値
な
ど
を
利
用
し
て
い
る
。

　

例
え
ば
、「
成
長
実
現
ケ
ー
ス
」
で
は
、

27
年
度
の
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
は
３
・
５

％
、
28
年
度
以
降
は
１
・
６
％
と
し
て
お

り
、「
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
・
ケ
ー
ス
」
で
は
、

27
年
度
の
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
は
１
・
７

％
、
28
年
度
以
降
は
１
・
２
％
と
し
て
い

る
。
し
か
し
、
95
年
度
か
ら
16
年
度
の
約

20
年
間
に
お
い
て
、
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率

の
平
均
は
０
・
３
％
し
か
な
い
。
成
長
率

が
予
想
を
上
回
る
場
合
は
問
題
な
い
が
、

名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
が
今
後
そ
の
４
倍
以

上
に
上
昇
す
る
と
い
う
前
提
で
改
革
を
検

討
す
る
リ
ス
ク
は
本
当
に
な
い
か
。

　

以
上
の
前
提
の
下
、
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
・

ケ
ー
ス
で
は
、
18
年
度
に
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で

21・５
％
で
あ
っ
た
社
会
保
障
給
付
費（
年

金
・
医
療
・
介
護
等
）
は
、
40
年
度
に
最

大
で
24
％
に
増
加
す
る
と
い
う
の
が
こ
の

試
算
（
給
付
と
負
担
の
見
通
し
）
の
ポ
イ

ン
ト
で
あ
る
。 

す
な
わ
ち
、社
会
保
障
給

付
費
（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
は
約
20
年
間
で
２
・

５
％
㌽
上
昇
す
る
。
現
在
（
18
年
度
）
の

Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
約
５
６
０
兆
円
で
あ
る
た
め
、

い
ま
の
感
覚
で
い
う
と
、
こ
の
社
会
保
障

給
付
費
の
増
加
は
約
14
兆
円
（
＝
５
６
０

兆
円
×
２
・
５
％
）
に
相
当
す
る
。 

　

消
費
税
率
１
％
の
引
き
上
げ
（
軽
減
税

率
の
影
響
を
除
く
）
で
お
お
む
ね
２
・
８

兆
円
の
税
収
が
得
ら
れ
る
と
す
る
と
、
仮

に
消
費
増
税
で
こ
の
増
加
に
対
応
す
る
に

は
、
消
費
税
率
を
約
５
％
も
引
き
上
げ
る

必
要
が
あ
る
こ
と
を
意
味
す
る
。
そ
れ
に

加
え
て
、
内
閣
府
の
中
長
期
試
算
が
予
測

す
る
19
年
度
以
降
の
政
府
部
門
の
財
政
赤

字
（
約
20
兆
円
＝
消
費
税
率
７
％
分
）
の

縮
小
も
考
慮
す
る
と
、
19
年
10
月
に
消
費

税
率
を
10
％
に
引
き
上
げ
て
も
、
40
年
度

に
お
い
て
、
消
費
税
率
を
約
22
％
に
ま
で

引
き
上
げ
る
必
要
が
あ
る
。 

　

な
お
、
こ
の
試
算
は
財
務
省
が
18
年
４

月
に
公
表
し
た
「
我
が
国
の
財
政
に
関
す

る
長
期
推
計
（
改
訂
版
）」（
図
）
と
も
整

合
的
な
試
算
だ
。
と
い
う
の
は
、
財
務
省

の
推
計
で
は
、
高
齢
化
に
伴
い
、
医
療
・

介
護
・
年
金
等
の
年
齢
関
係
支
出
は
対
Ｇ

Ｄ
Ｐ
比
で
20
年
度
に
約
22
％
と
な
り
、
60

年
度
に
は
約
27
％
に
膨
張
す
る
。
す
な
わ

ち
、
年
齢
関
係
支
出
（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
は
、

約
40
年
間
で
５
％
㌽   
増
加
す
る
。
40
年
間

の
ち
ょ
う
ど
半
分
は
20
年
間
で
、
20
年
度

か
ら
40
年
度
の
20
年
間
で
は
年
齢
関
係
支

出
（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
が
２
・
５
％
㌽   
く
ら
い

増
加
す
る
た
め
で
あ
る
。 

追
加
で
税
率
10

％
上
げ
必
要

　

で
は
、
40
年
間
で
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で
５

％
㌽   
の
増
加
と
は
何
を
意
味
す
る
の
か
。

既
述
と
同
様
、
現
在
（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
約
５
６
０

兆
円
）
の
感
覚
で
い
う
と
、
そ
れ
は
約
28

兆
円
（
＝
５
％
×
５
６
０
兆
円
）
の
増
加

に
相
当
す
る
。
社
会
保
障
費
増
を
抑
制
せ

ず
、
そ
の
膨
張
コ
ス
ト
を
消
費
税
（
１
％

で
約
２
・８
兆
円
の
税
収
増
）
で
賄
う
と
、

追
加
で
約
10
％
の
税
率
引
き
上
げ
が
必
要

に
な
る
こ
と
を
意
味
す
る
。
財
政
の
安
定

化
に
は
、
消
費
税
率
を
最
終
的
に
27
％
程

度
に
ま
で
引
き
上
げ
る
必
要
性
が
あ
る
。

た
だ
、
こ
れ
は
軽
減
税
率
を
導
入
し
な
い

ケ
ー
ス
で
の
簡
易
試
算
で
、
19
年
10
月
の

増
税
で
軽
減
税
率
を
導
入
す
る
と
増
税
分

（
５
・６
兆
円
）
の
約
２
割
（
１
兆
円
）
の

税
収
が
失
わ
れ
る
た
め
、
そ
の
よ
う
な
ケ

ー
ス
で
は
最
終
的
な
消
費
税
率
は
32
％

（
＝
（
27
％

－

現
行
税
率
８
％
）
÷
（
1

－

０
・２
（
税
収
ロ
ス
２
割
））
＋
現
行
税
率

８
％
）
を
超
え
て
し
ま
い
、
一
定
の
社
会

保
障
改
革
を
行
っ
て
も
、
も
は
や
消
費
税

の
み
で
社
会
保
障
費
の
伸
び
を
賄
う
の
は

困
難
な
可
能
性
が
高
い
。

　

持
続
可
能
な
社
会
保
障
制
度
の
構
築
の

た
め
、
そ
の
安
定
財
源
や
軽
減
税
率
の
見

直
し
（
廃
止
を
含
む
）
の
ほ
か
、
給
付
と

負
担
の
バ
ラ
ン
ス
を
含
め
、
消
費
税
10
％

以
後
を
見
据
え
た
「
中
長
期
的
な
社
会
保

障
の
姿
」
を
国
民
に
示
す
の
が
政
権
を
担

う
政
治
の
責
任
で
あ
ろ
う
。
そ
の
際
、
現

在
の
年
齢
差
別
的
な
医
療
の「
窓
口
負
担
」

を
改
め
、
応
能
負
担
別
の
「
窓
口
負
担
」

に
変
更
す
る
改
革
の
必
要
性
は
い
う
ま
で

も
な
い
が
、
公
的
保
険
給
付
の
範
囲
見
直

し
も
不
可
避
と
考
え
ら
れ
る
。

　

加
え
て
、
例
え
ば
、
現
行
制
度
上
、
基

礎
年
金
や
医
療
保
険
等
に
は
所
得
や
資
産

の
高
低
に
か
か
わ
ら
ず
、
公
費
が
投
入
さ

れ
て
い
る
が
、
限
ら
れ
た
財
源
の
使
途
と

し
て
、
本
当
に
効
果
的
か
つ
効
率
的
な
使

い
方
だ
ろ
う
か
。
効
果
的
か
つ
効
率
的
な

再
分
配
政
策
と
い
う
視
点
で
は
、「
リ
ス
ク

分
散
」
機
能
を
担
う
保
険
と
「
再
分
配
」

機
能
を
担
う
税
の
役
割
を
切
り
分
け
、
本

当
に
困
っ
て
い
る
人
々
を
中
心
に
財
政
的

な
資
源
（
公
費
）
を
割
り
当
て
る
仕
組
み

へ
の
転
換
も
極
め
て
重
要
で
あ
る
。

　

短
期
的
、
パ
ッ
チ
ワ
ー
ク
的
な
改
革
で

な
く
、
中
長
期
的
な
視
点
で
の
抜
本
改
革

が
必
要
な
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
り
、「
何
を

守
り
、
何
を
諦
め
る
の
か
」
と
い
っ
た
国

民
視
点
で
の「
新
た
な
社
会
保
障
の
哲
学
」

や
、
国
民
が
共
有
で
き
る
ビ
ジ
ョ
ン
を
早

急
に
構
築
す
る
必
要
が
あ
ろ
う
。

高齢化に伴い年齢関係支出は5％㌽増える
（対GDP比、％）

（年度）
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（注）「年齢関係支出」のケース1は、2024年度以降の20～30年間の実質経済成長率を
年率0．4％、ケース2は同1.4％と想定。高齢化率は総人口に占める65歳以上の割合

（出所）財政制度等審議会「我が国の財政に関する長期推計」（2018年4月）
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